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2026年 7月 巻頭言 

編集委員長 福田 米藏 

      

 「首脳会議とワールドカップ？」 

 

 令和 8年の文月も七日あまり、二十四節気の「小暑」（梅雨明けが近づき本格的な夏の暑

さが始まる頃）となりました。東京の梅雨明けは 20 日頃とみられていますが、8 日には九

州北部、中国、近畿地方で梅雨が明けました。先月下旬に沖縄から関東にかけての広範囲で

線状降水帯による被害をもたらした台風 7号が去り、九州や西日本では猛暑日（35℃以上）

を記録するところが出ましたが、関東以北では気温の上昇が鈍く、薄曇りの中で年に一度の

七夕の星空を楽しめたところがあったようです。去年の七夕は全国的に猛暑日を記録して

おり、年に一回再会する織り姫と彦星も気温の違いに驚いたことでしょう。比較的雨が少な

く気温も低めであった今年の梅雨が終わりに近づき、東京でも 10日以降夏日が連続するよ

うでいよいよ本格的な夏を迎えます。 

 

 ところで競技人口が世界で一番ではないのですが、世界で最も人気のある（ファンが多い）

スポーツと言われているサッカーのワールドカップ北中米大会は、日本代表が優勝を目指

しながら決勝ラウンド 1 回戦でブラジルに敗れた後もマスコミ各局が大きく取り上げ続け

ています。10 日からは準々決勝が始まりますが、8 か国中 6 か国がヨーロッパの国という

地域的偏りの中で、唯一のアフリカ勢としてモロッコがフランスと戦います。果たしてその

行方はどうなるでしょうか？ 世界トップレベルの選手の戦いは接戦が多く確かに見ごた

えのあるものが多いですが、同時に選手同士のアンフェアーなプレイ、審判の疑義を抱かせ

る判定、各国のファンや時には政治家による行き過ぎた干渉などが見られるのも事実で、勝

敗の分かれ目や物事が思う様に運ばない時に熱くなりすぎる我々人類の性というものにつ

いて考えさせられる点がありますね。 

 

 とは言え、スポーツの試合において、熱くなりすぎることにより腕力に訴えたり言葉の暴

力に訴えたりすることは、ある程度の深刻な問題になることはあっても、国家間の戦争や民

族間の紛争のように長期間にわたり広範囲において人命を左右するほどには至らずに済む

のではないかと思われる点、看過しうる範囲かなと適切とは言えない感想を抱いていると、

アンカラで NATO首脳会議が開かれている時にイランと米国が激しい武力攻撃を再開したと

のニュースが飛び込みました。 

 

 まさに「会議は踊るされど人々の心はサッカーボールの行方に」です。 
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在外公館ニュース  ＝今月の読みどころ＝(6/16～7/15公開月報)＝ 

編集委員長 福田 米藏 

 

ギニア月報（2026年 5月） 

1．国民議会選挙及び地方議会選挙 

14 日、選挙総局（DGE）は、31日に予定されている国民議会及び地方議会選挙に先立ち、

16日から有権者カードの配布を開始すると発表。 

16 日、DGEは、国民議会及び地方議会選挙に向けた投票用紙の見本を配布し、国民議会

選挙の比例代表に係る全国候補者名簿を公表。 

31 日、国民議会選挙及び地方議会選挙を実施。 

2．ドゥンブヤ大統領の国際会議出席 

11～15日、ドゥンブヤ大統領はナイロビで開催された「アフリカ・フォワー ド」（仏・

アフリカ会議）及びキガリで開催された「アフリカ CEOフォーラム」に出席。   

3．科学・技術・工学・数学（STEM）教育 

4日、STEM教育を近代化することを目的として、190人の理科教員を対象としてパイロ

ット研修プログラムを開始。 

4．公共投資プロジェクト及びプログラムの年次レビュー 

7日、経済・財政・予算省は、国際ドナーが資金提供する公共投資プロジェクトおよび

プログラムの年次レビューを開始。 

https://www.gn.emb-japan.go.jp/files/101050891.pdf 

 

ザンビア政治月報（2026年 6月） 

1. 教育費の無償化に関する法案   

3日、ヒチレマ大統領は教育法改正案に署名、同改正法は成立した。これまで行政上の

政策として公立学校における教育費の無償化が行われていたが、今般、国家の義務として

法制化された。 

2. 大統領選挙立候補者の発表と投票用紙の印刷  

29 日、ザンビア選挙管理委員会は大統領選挙の立候補者 14名を正式に発表した。与党

国家開発統一党（UPND）で現職のハカインデ・ヒチレマ大統領、元愛国戦線（PF）で統一

繁栄国民和解党（NRPUP）のブライアン・ムンドゥビレ氏、ほか 12名が立候補している。 

30 日、ザンビア選挙管理委員会は総選挙で使用する投票用紙の印刷をアラブ首長国連

邦ドバイにて開始した。各政党、メディア、市民団体の代表者が印刷工場に派遣され、印

刷工程を監視し ている。 

3. インドネシアとの初の二国間会談   

10 日、ザンビア外務・国際協力省のグンデルセン事務次官とインドネシア外務省アジ

ア・太平洋・アフリカ担当のメイディワティ局長代理による初となる二国間会談がルサカ

で行われた。同外務次官は会談の中で、農林水産業、鉱業、再生可能エネルギー、観光と

いった分野での協力拡大に関心を持っていると述べた。 

4. 大統領の公共集会法案への署名拒否 

10 日、大統領府ハマサカ報道官は、5月 29日にヒチレマ大統領が公共集会法案への署

名を拒否したことに関し、法案と判例との矛盾を理由に議会に差し戻したと発表した。同

https://www.gn.emb-japan.go.jp/files/101050891.pdf
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法案では、「公共の集会」を公共の場所で行われる 3人以上の集会、会合、行進またはデ

モと定義し、開催予定日の 5 日前までに警察に通知し許可を得なければならないと規定

されていた。大統領は、法改正は民主主義を強化し、全てのザンビア国民が享受する自由

を拡大するものでなければならないとも述べた。 

https://www.zm.emb-japan.go.jp/files/101054255.pdf 

 

ジブチ月例報告（2026 年 5月） 

1．政府方針骨子 

19 日、ゲレ大統領は、新内閣の全閣僚を招集して第一回閣議を開催し、政府方針骨子

に関する演説を行った。ゲレ大統領は、①政府の最優先課題としての包摂的開発、②工業

化及び成長セクター投資による経済開発、③社会開発の強化、④ 経済・地政学的危機の

管理及び強靭性の強化、を新政府方針として提示するとともに、結果主義の効率的なガバ

ナンスを採用し、省庁間の連携を円滑に行うよう閣僚に呼びかけた。 

2．アフリカ・フランス・サミット 

11 日～12日、オマール外務・国際協力大臣は、ケニア・ナイロビで開催されたアフリ

カ・フォワード・サミット（アフリカ・フランス・サミット）に参加した。同サミットが

英語圏で開催されたのは初であり、ジブチからオマール外務・国際協力大臣がゲレ大統領

代理として参加した。 

3．中国による関税撤廃 

1 日、中国はジブチを含む外交関係を持つアフリカ 53 か国に対し、関税撤廃措置を全

面的に適用するとした。なお、ジブチに対しては同措置以前から関税撤廃措置が適用され

ていたと考えられる。 

4．フランコフォニー議会議員会議 

18 日～20日、ディレイタ国民議会議長率いるハイレベル代表団は、セネガル・ダカー

ルにて開催された第 32回フランコフォニー議会議員会議（APF）アフリカ地域総会に参加

した。同総会は、アフリカ大陸における議会間協力の強化に焦点を当てたもので、ディレ

イタ国民議会議長は、ファイ・セネガル大統領との会議中の会話において二国間の友好関

係を確認した。 

https://www.dj.emb-japan.go.jp/files/101047634.pdf 

 

ジンバブエ月報（2026 年 5月） 

1. 与党ジンバブエ・アフリカ民族同盟（ZANU-PF）が全国各地で憲法改正法案への支持署

名を強要  

全国各地の村で、与党 ZANU-PF が憲法改正法案への支持署名を村の一軒一軒に強要す

る戸別訪問キャンペーンを展開しているとの証言が相次いでいる。村長や ZANU-PF 地区

委員が事前に用意した署名用紙を持ち回り、「署名拒否者は政府の食糧援助や農業資材配

布から除外、場合によっては土地追放」と脅迫する事例も発生している。住民の多くは内

容をよく読まず、圧力や恐怖から署名しているという。署名リストは国会への「草の根支

持」の証拠として提出される見通し。 

2. ムベキ元南アフリカ大統領が大統領任期延長のための憲法改正法案を非難  

ムベキ元南ア大統領は、アフリカ各国で進む大統領任期延長のための憲法操作に警鐘

https://www.zm.emb-japan.go.jp/files/101054255.pdf
https://www.dj.emb-japan.go.jp/files/101047634.pdf
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を鳴らし、「民主主義や地域の安定を損なう」と厳しく批判した。ムベキ元大統領は、チ

ルバ・ザンビア元大統領による三選画策を地域連携で阻止した事例を紹介し、「こうした

動きは本来パン・アフリカ主義的連帯で抑止されるべきだが、その精神が弱まっている」

と指摘した。 

3. ヌーベ財務・経済開発・投資促進大臣が政策金利の段階的引き下げを示唆  

ヌーベ財務・経済開発・投資促進大臣は、現在 35％の政策金利を今後数カ月で段階的

に引き下げる方針を表明した。物価安定と 1桁台のインフレ維持を重視しつつ、経済成長

を後押しするのが狙い。利下げ決定にはインフレ期待や外部要因（中東情勢の影響等）な

どが考慮される。金融政策委員会（MPC）は 6月にも市場動向を見極めつつ慎重に調整を

進める見通し。 

4. 政府が鉱業、製造業、金融部門等における規制関連費用の削減を閣議決定  

（ア）政府は、鉱業部門におけるライセンス料や各種手数料、課徴金等の大幅な引き下げ

や重複規制の整理を閣議決定した。これにより、事業コストの削減と競争力向上、経済成

長の加速を目指す。具体的な費用削減項目の一覧は近日中に官報で公表される予定 

（イ）政府は、製造、金融、不動産、医療分野での手数料や各種許認可にかかる費用を大

幅に削減する規制改革を発表した。これによりコンプライアンス費用低減、金融包摂やイ

ンフラ投資の拡大、医療アクセス向上が期待される。 

https://www.zw.emb-japan.go.jp/files/101044874.pdf 

 

ブルンジ月報（2026 年 5月） 

1．手掘りのリチウム及びチタン 

23 日、ブジュンブラ県北西部のブキナニャナ郡で採掘された 1,500 トンのリチウム及

びチタンが中国向けに輸出。採掘を手がけるのは半官半民企業の SONALEKで、輸出を監督

したキベヤ産業大臣は、これら 1,500 トンの鉱物資源は手堀りで 1 ヶ月間かけて採掘さ

れたことを明らかにしている。 

2．国連代表団 

7日、ンダイシミエ大統領はカキョミャ国連常駐調整官率いる国連代表団による表敬を

受け、ブルンジが AU 議長国を務めていることを念頭に、国連と AU の連携や協力の可能

性について意見交換が行われた。 

3．大統領選挙 

15 日、ンダイシミエ大統領は大統領府にて選挙関係者を集めた会議を実施。2027 年 5

月に予定されている大統領選挙を平和裡に進めるよう、意見が交わされた。 

4．与党による祈祷集会 

28 日、与党民主防衛国民会議・民主防衛勢力（CNDD-FDD）が祈祷集会を催し、地域情勢

が混迷を極める中で国民の団結を呼び掛けた。ブルンジでは毎月最終木曜日に与党が主

催する祈祷集会が行われる。 

https://www.rw.emb-japan.go.jp/files/101044463.pdf 

 

モーリタニア月例報告（2026 年 6月） 

1. 国民対話  

フォール国民対話調整官は 10 日に与党・野党各勢力の代表と会合を開催し、4 月から

https://www.zw.emb-japan.go.jp/files/101044874.pdf
https://www.rw.emb-japan.go.jp/files/101044463.pdf


6 

 

停滞している政治対話の事前協議再開に向けた妥協案を協議する予定である。  

最大の争点は対話文書に含まれる「任期・任限」に関する記述である。与党は憲法で禁

止されている大統領三選を意図したものではなく制度改革の一環であると主張する一方、

野党は当該文言の削除又は「大統領任期を除く」との文言追加を求めており、双方の対立

が対話停滞の主因となっている。 

2．200億ウギアを超える過去最高の税収  

ンゲノレ財務大臣は、モーリタニア財務当局が 5 月中旬の時点で年間目標の半分を超 

える 200 億ウギアの税収を記録したと発表し、これは財務システムの効率向上を意味す 

ると述べた。  

これは税務手続きのデジタル化によって特徴づけられる近代化プロセスの一環でもあ

り、ファイル処理の導入とデータセンターの開設により、サービスの透明性、トレーサビ

リティ、継続性が強化されている。 

3．経済発展と多角化 

モーリタニアは 2026 年、ガス・鉱業・インフラ部門の急速な発展を背景に、西アフリ

カ有数の有望市場としての地位を確立しようとしている。天然資源依存型の経済から脱

却し、現地バリューチェーンの発展や経済多角化を軸とした新たな段階へと移行しつつ

ある。投資家や企業にとっての機会は資源そのものにとどまらず、加工・製造・デジタル

サービスなど幅広い分野に広がっている。 

4．西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）との協力強化  

15 日・16日にヌアクショットで行われたハイレベル会談を経て、ECOWAS議長国シエラ

レオネのジュリアス・マーダ・ビオ大統領とモーリタニアのガズワニ大統領は、地域安全

保障協力の強化に向けたコミットメントを再確認した。両首脳はサヘル及び西アフリカ

の治安状況（テロリズム、暴力的過激主義、組織犯罪、気候変動、食料不安、人口避難）

の進展を検証した。 

ビオ大統領はモーリタニアを「マグレブ、サヘル、西アフリカをつなぐ架け橋」と表現

し、テロとの戦いや国境確保における同国の経験を強調した。一方、ガズワニ大統領はサ

ヘル地域の治安悪化に懸念を表明しつつ、西アフリカ及びサヘル地域の新たな安全保障

上の脅威に特化した特別地域サミットの開催を提案した。 

https://www.mr.emb-japan.go.jp/files/101055858.pdf 

 

ルワンダ月報（2026 年 5月） 

1．S&Pグローバルによる信用格付け 

S&P グローバルは、ルワンダの信用格付を「B+（安定的な見通し）」で維持。ルワンダ経

済は気候変動や地政学的リスクを抱えているが、税制改革等によって財政状況は改善す

るとの見方。 

2．国連持続可能な開発協力枠組 2025-2029 

21 日、ムランガ財務経済計画大臣は、SDGsを推進するための国連のルワンダにおける

戦略的計画である「国連持続可能な開発協力枠組み（UNSDCF）2025-2029」に署名。本枠

組みは、ルワンダの第二次国家変革戦略（NTS2）に則して作成されており、国連は今後 5

年間で 10.4億米ドルを動員予定。 

3．タングステン・錫鉱山 

https://www.mr.emb-japan.go.jp/files/101055858.pdf
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23 日、カガメ大統領は当地トリニティ・メタルズ社が所有するアフリカ最大のタング

ステンの生産量を誇るニャカビンゴ鉱山を訪問。同社は当国から米国への錫の新規サプ

ライチェーンを確立すべく、今月、米国務省にて米国最大の錫及び錫合金製造会社である

ネイサン・トロッター社と契約した。 

4．犯罪歴のある移民の送付 

トランプ政権は米国に滞在する犯罪歴のある移民をルワンダやリビア等に送ることを

検討。米国で刑期を終えた移民を受け入れ、生活費や就職支援を行う主旨の合意を交渉し

ているとみられる。 

https://www.rw.emb-japan.go.jp/files/100857797.pdf 

 

アフリカ連合（AU）日本政府代表部月報（2026年 6月） 

1．【ケニア】ロシアのケニア向け小麦輸出好調  

ケニアは今年 5 月までに、約 140 万トンのロシア産小麦を輸入した。これは前年を大

きく上回り、ロシア産のシェアが上がってきている。アフリカの食料サプライチェーンに

おける、同国の影響は高まっており、その背景として多くの国がインフレ、食料安全保障

への懸念、輸入代金高騰に苦しんでいることが挙げられる。 

2．【ガーナ】現代自動車が西アフリカの工場建設地としてガーナを選定  

現代自動車の西アフリカにおける自動車製造工場が、ガーナに設立される見通しとな

った。この合意は、今年 6 月に韓国ソウルで開催された「2026 年韓国・アフリカ外相会

議」の後に発表された。両国は、人工知能、エネルギー、重要鉱物、農業技術分野でも提

携を推進している。 

3．【モザンビーク】鉱業への統制を強化し、国による出資義務と現地加工を規定  

モザンビークのチャポ大統領は、すべての鉱業事業において国が 15％の株式保有をす

ること、また鉱物の現地加工を義務付けることを規定する新法に署名した。この動きは電

池材料への需要が高まる中、同国の資源保護と統制を目的に進められた。 

4．【モロッコ】アフリカ最大の自動車生産拠点がＥＶを巡る係争地に  

中国はモロッコへの自動車関連産業への投資を急速に拡大し、工業団地や大規模なバ

ッテリー工場を建設することで、EVの生産・供給拠点化を進めている。これまで累計 60

億米ドルの投資を行ってきており、2026年末までに年間 50万台を供給可能なサプライチ

ェーンを構築中。EUとモロッコは FTAを結んでおり、中国がモロッコを経由して最小限

の加工を施した部品を関税なしで欧州へ輸出し、中国製 EVへの高関税を回避するルート

としての利用可能性が懸念されている。これに対し、モロッコ政府は、厳格な原産地規則

に基づき国内で十分な付加価値を生み出していると主張し、疑惑を否定している。モロッ

コからの輸出に制裁を科せば、同国で事業を展開するステランティスやルノーなど欧州

主要自動車メーカーのサプライチェーンが混乱する恐れがあるため、EU はジレンマを抱

えている。 

5．【アフリカ・EV】アフリカの EVプラットフォーム、2.15億米ドルの株式資金を調達  

アフリカにおける EV プラットフォームである Spiro は、アフリカ全土における電動

モビリティおよびバッテリー交換インフラの展開を加速させるため、2.15 億米ドルの

資金調達ラウンドを実施したと発表。アフリカ輸出開発基金（FEDA）などの機関パート

ナーからの支援を基盤としつつ、今回の資金調達ラウンドでは、欧州やアフリカその他

https://www.rw.emb-japan.go.jp/files/100857797.pdf
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の国からの資本が集まった。 

https://www.au-mission.emb-japan.go.jp/files/101053906.pdf 

  

https://www.au-mission.emb-japan.go.jp/files/101053906.pdf
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アフリカニュース 

編集委員 柳沢 香枝 

 

＜注目ニュース：サヘル情勢 2件 1）ニジェール、2）ブルキナファソ＞ 

1.「ニジェール：国際刑事裁判所（ICC）からの脱退を公式に請求した」 

“Le Niger a officiellement déposé sa demande de retrait de la Cour pénale  

internationale” 

Le Monde、 6 月 23 日 

https://www.lemonde.fr/international/article/2026/06/23/le-niger-a-

officiellement-depose-sa-demande-de-retrait-de-la-cour-penale-

internationale_6709222_3210.html 

6月 23日、ニジェール政府は 1年前にマリ、ブルキナファソとともに表明した ICCか

らの脱退を公式に請求した。ICCによれば、脱退は告知を受けた日から 1年後の 2027年

6 月 18 日に発効する。サヘル諸国同盟の脱退理由は、ICC が「帝国主義者による新植民

地主義の抑圧の道具」だというものだ。ICC側は、加盟も脱退も各国の権利ではあるが、

最も重大な国際犯罪の免責を止めるための共通の努力から外れるのは遺憾だ、とコメン

トした。ICCは訴追対象者が多いアフリカを中心に、常に批判されている。サヘル 3か国

はジハディストなどの暴力に直面しているが、軍も市民への犯罪で糾弾されている。 

 

2.「ブルキナファソ：フランスとの外交関係断絶を発表した」 

“Le Burkina Faso annonce romper ses relations diplomateiques avec la France” 

La Monde、 6 月 26 日 

https://www.lemonde.fr/afrique/article/2026/06/26/le-burkina-faso-annonce-rompre-

ses-relations-diplomatiques-avec-la-france_6715911_3212.html 

ブルキナファソ政府は国営テレビを通じ、6月 26日をもってフランスとの外交関係を

断絶するとの声明を発表した。声明はまた反政府勢力やテロリストへの支援を通じ、新

植民地主義を培いつつあると仏を非難した。一方、断絶は二国間の外交関係に限定され、

歴史、文化、社会などの関係は含まれず、仏国民の安全も保障するとしている。バロ仏

外相は根拠のない決定は遺憾であり、相互措置を検討すると述べた。2023年以来、ブル

キナファソは仏大使を国外退去とし、仏軍を撤退させ、仏メディアの活動を停止した。

これに対し仏は開発援助、予算支援、及びサヘル 3か国の学生へのビザ発給を停止した。 

 

＜各国ニュース＞ 

1.「アルジェリア：記録的な低投票率の恐れの中、議会選挙に向かう」 

“Algeria heads to legislative polls amid record-low turnout fear” 

Al Jazeera、 7月１日 

https://www.aljazeera.com/news/2026/7/1/algeria-heads-to-legislative-polls-amid-

record-low-turnout-fear 

７月 2日に議会選挙が行われるが、投票率の低さが心配されている。2019年の「ヒラ

ク」運動によりブーテフリカ大統領が退陣した後、テブン政権が発足したが、政治や市

民活動の空間が狭まることで、政治への信頼が失われた。2021年の議会選挙の投票率は

https://www.lemonde.fr/international/article/2026/06/23/le-niger-a-officiellement-depose-sa-demande-de-retrait-de-la-cour-penale-internationale_6709222_3210.html
https://www.lemonde.fr/international/article/2026/06/23/le-niger-a-officiellement-depose-sa-demande-de-retrait-de-la-cour-penale-internationale_6709222_3210.html
https://www.lemonde.fr/international/article/2026/06/23/le-niger-a-officiellement-depose-sa-demande-de-retrait-de-la-cour-penale-internationale_6709222_3210.html
https://www.lemonde.fr/afrique/article/2026/06/26/le-burkina-faso-annonce-rompre-ses-relations-diplomatiques-avec-la-france_6715911_3212.html
https://www.lemonde.fr/afrique/article/2026/06/26/le-burkina-faso-annonce-rompre-ses-relations-diplomatiques-avec-la-france_6715911_3212.html
https://www.aljazeera.com/news/2026/7/1/algeria-heads-to-legislative-polls-amid-record-low-turnout-fear
https://www.aljazeera.com/news/2026/7/1/algeria-heads-to-legislative-polls-amid-record-low-turnout-fear
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1962年の独立以来最低の 23%だった。「汚い金」が選挙に影響しないよう今年 4月に改訂

された選挙法に基づき、現職議員を含む 3,700 人が立候補資格を失った。専門家は、与

党国民解放戦線（FLN）が圧勝すると予測する。また立法や監視の機能を失った議会は、

2029年に二期目を終えるテブン大統領の政権移行問題に影響を及ぼせないと述べる。 

（注：７月６日、選挙管理委員会は、投票率は 21%で、FLNが 407議席中 90%を獲得した

と発表した。） 

 

2.「アンゴラ：投資家のレーダーに戻ってきた。ロウレンソはこれを維持できるか？」 

“Angola is back on investors’ radar. Can Lourenço make it stick?” 

The Africa Report、 Albert G. Zeufack、 6 月 18日 

https://www.theafricareport.com/422246/angola-is-back-on-investors-radar-can-

lourenco-make-it-stick/ 

過去 20年間、アンゴラ経済は常に原油価格につれて変動してきたが、状況は変わりつ

つある。2018年に変動相場制に移行して以来、為替レートはショック吸収力を増し、外

貨準備高も輸入の 7～8 か月相当まで上昇した。2024 年半ばに 30%となったインフレも

2026 年初には 13%にまで低下した。財政面では、コスト高の商業金融から低利長期のロ

ーンへの借り換えにより、債務の GDP 比率が減少しつつある。ロビト回廊開発は経常収

支の改善や産業多角化に有効だ。総合すれば、アンゴラは制御不能な変動から脱し、マ

クロ経済は価格ではなく政策により動き、リスクはあるものの強靭性も増している。 

 

3．「ガーナとコートジボワール：カカオ価格の暴落はいかに西アフリカの農民を押しつぶし

ているか」 

“How the cocoa price crash is crushing West African farmers” 

Deutsche Welle、 Silja Frohlich、 7月 1日 

https://www.dw.com/en/how-the-cocoa-price-crash-is-crushing-west-african-

farmers/a-77784709 

2024 年、カカオ価格は史上最高の 13,000 ドル/トンに達したが、今年 4 月には 3,000

ドル/トンにまで急落し、ガーナやコートジボワールの 250万の小農の生活を圧迫してい

る。2024年の高値は、気候変動や病気による収穫減がもたらしたものだが、その後の豊

作と、チョコレート産業の代替品使用による需要減で、価格が暴落した。その結果仲買

業者は購買を差し控え、港でも滞貨が発生している。構造的原因はアフリカが原料を輸

出していることだが、国際市場が求める標準化した味には各国のカカオのブレンドが必

要で、これも生産者に不利だ。農民が生存可能な価格設定が必要だと専門家は述べる。 

 

４．「ケニア：Z世代の抗議は何かを達成したか？エコノミストが、変化したもの、変わらな

いものを比較する」 

“Did Kenya’s Gen Z protests achieve anything? An economist weighs up what’s  

changed and what’s stayed the same” 

The Conversation、 XN Iraki、 6月 23日 

https://theconversation.com/did-kenyas-gen-z-protests-achieve-anything-an-

economist-weighs-up-whats-changed-and-whats-stayed-the-same-285722 

https://www.theafricareport.com/422246/angola-is-back-on-investors-radar-can-lourenco-make-it-stick/
https://www.theafricareport.com/422246/angola-is-back-on-investors-radar-can-lourenco-make-it-stick/
https://www.dw.com/en/how-the-cocoa-price-crash-is-crushing-west-african-farmers/a-77784709
https://www.dw.com/en/how-the-cocoa-price-crash-is-crushing-west-african-farmers/a-77784709
https://theconversation.com/did-kenyas-gen-z-protests-achieve-anything-an-economist-weighs-up-whats-changed-and-whats-stayed-the-same-285722
https://theconversation.com/did-kenyas-gen-z-protests-achieve-anything-an-economist-weighs-up-whats-changed-and-whats-stayed-the-same-285722
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財政法案に反対する若者の激しい抗議行動から 2 年、経済政策は政治的制約を受ける

ようになった。政府は増税の代替として雇用の 80%を占めるインフォーマルセクターへ

の課税拡大や、直接税から課金への転換を模索している。しかし前者は行政的に困難、

後者はビジネスコストを高める。一方財政支出でも若者の雇用促進につながる予算が組

まれるようになった。しかし膨大なニーズに応えるためには借金が必要だ。その 90%は

国内で賄う予定だが、民間金融圧迫のリスクがある。若者の抗議は財政法案だけでなく、

雇用問題、腐敗、不平等などに向けられているが、これらの状況に変化は見られない。 

 

5.「コンゴ（民）とルワンダ：ワシントン合意から 1年後、和平取引は停滞している」 

“DRC Rwanda peace deal stalls one year after Washington accord” 

The Africa Report、 Julian Packet & Romain Cras、 6月 26日 

https://www.theafricareport.com/423251/drc-rwanda-peace-deal-stalls-one-year-

after-washington-accord/ 

昨年６月 27日、ルビオ米国務長官はコンゴ（民）とルワンダの外相をワシントンに招

き、和平合意に調印した。しかし当初の楽観的観測とは裏腹に、1年間の合意の進捗率は

35%にとどまる。安全保障面では、ルワンダ解放のための民主軍（FDLR）の無力化が合意

されたもののその詳細が未確定なため、二国間の主張は異なる。米国はルワンダに制裁

を科したが、強制力のなさをルワンダも知っている。M23が南キブに侵攻し、コンゴ軍が

ドローン攻撃を行った結果、民間人死者が 2,000 名を超えた。経済開発のために米国が

推進する第三ルジジ水力発電所の建設も治安上の理由で進んでいない。米国がコンゴ（民）

の鉱物開発を進めることは、同国への肩入れと見られるリスクがある。 

 

６．「ジンバブエ：リチウムブームで裨益するのは誰か」 

“Who benefits from Zimbabwe’s lithium boom?” 

Al Jazeera、 Enos Denhee、 6月 18日 

https://www.aljazeera.com/news/2026/6/18/who-benefits-from-zimbabwes-lithium-boom 

ジンバブエのリチウム産業は、少数のプロジェクト（その大半が中国系資本）により

成り立っている。4 月、100%中国資本のプロスペクト・リチウム・ジンバブエは、ハラレ

近郊の鉱山の加工施設から、初の硫酸リチウムを輸出したと発表した。他の中国系企業

も、現地加工を促進している。政府が未加工リチウムの輸出を禁止した結果、2026年第

一四半期のリチウム輸出額は、前年同期の 8,419万ドルから 1.79億ドルに増加した。ア

ナリストはこの傾向を評価しつつも、中国への依存を減らすための輸出多角化や、コミ

ュニティの生活向上につながる長期的な投資、インフラ計画が必要だと警告する。 

 

７．「セネガル：ファイとソンコの分裂、IMFそしてアフリカへの教訓」 

“Senegal: Faye-Sonko Fallout, IMF and lessons for Africa” 

This Day、 Paul Ejime、 ６月 17日 

https://www.thisdaylive.com/2026/06/16/senegal-faye-sonko-fallout-imf-and-

lessons-for-africa/ 

ファイとソンコの分裂は、アフリカ政治史を飾るゴッドファーザー的逸話から予見で

きた。2024年の大統領選挙でファイが当選した際、ソンコは次の大統領選まで議員にと

https://www.theafricareport.com/423251/drc-rwanda-peace-deal-stalls-one-year-after-washington-accord/
https://www.theafricareport.com/423251/drc-rwanda-peace-deal-stalls-one-year-after-washington-accord/
https://www.aljazeera.com/news/2026/6/18/who-benefits-from-zimbabwes-lithium-boom
https://www.thisdaylive.com/2026/06/16/senegal-faye-sonko-fallout-imf-and-lessons-for-africa/
https://www.thisdaylive.com/2026/06/16/senegal-faye-sonko-fallout-imf-and-lessons-for-africa/
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どまり、キングメーカーになると予想されたが、ソンコによれば「ファイの要請」で首

相に就任した。首相解任後ソンコは、ファイは PASTEF 党の理念から離れたと批判した。

ソンコは仏軍基地の撤廃や反 LGBT法の背後にいると見られている。サル政権の債務隠蔽

に関し、ファイは IMF と協議を進めようとしているが、返済以前に国民はサルやフラン

スの責任を知る権利がある。債務自体は間違いではないが、過程の透明性が必要だ。 

 

8．「ソマリランド：紅海への影響力拡大を狙うイスラエルは、ソマリランドの指導者をもて

なす」 

“Israel fetes Somaliland’s leader as it seeks to expand Red Sea influence” 

Al Jazeera、 Faisai Ali、 6月 20日 

https://www.aljazeera.com/news/2026/6/20/israel-fetes-somalilands-leader-as-it-

seeks-to-expand-red-sea-influence 

イスラエルによる国家承認から半年後の 6月 19日、ソマリランドのアブドラヒ大統領

は初めてイスラエルを訪問し、国賓として接遇された。両国は戦略的協力協定にも合意

した。訪問はトランプ大統領がイランと覚書を交わし、イスラエルの地域的孤立が深ま

る中で行われた。ソマリア政府は、イスラエルの意図は対岸のフーシ派と戦うため、ソ

マリランドに軍事施設を建設することだと述べた。ソ連によって建設され、NASAが使用

していたベルベラ空港は、最近軍用に転じたと分析されている。イスラエルによる一方

的な国家承認は近隣国から批判されているが、最も強く批判しているのはフーシ派だ。 

 

9.「ナイジェリア：ティヌブの下での雇用なき成長の政治的意味」 

“The politics of jobless growth under Tinubu” 

African Arguments、 Isah Sani、 6月 18日 

https://africanarguments.org/2026/06/the-politics-of-jobless-growth-under-tinubu/ 

当選直後の 2023 年 5 月にティヌブ大統領が燃料補助金の撤廃や為替一本化を含む財

政改革を開始して 3 年、IMF や世銀はマクロ経済の安定を認め、投資家の関心も戻った

としている。一方製造業組合によれば、電気代高騰、燃料不足、原材料価格高騰などに

より、生産は縮小している。年間 350 万人の若者が労働市場に参入するナイジェリアに

おいて、繰り返されてきた問いは、改革が雇用創出につながるかだ。政府は人材育成や

中小企業金融など支援策をとっているが、根本的な問題は産業政策の欠如だ。雇用吸収

力のある農産品加工、工業などの発展に向け、政府部内や金融機関の間の連係が必要だ。 

 

10.「ベナン：新大統領はトーゴとニジェールへの働きかけを始めようとしている」 

“Benin’s new president seeks new outreach to Togo and Niger” 

African Arguments、 Alec Soltes、 6月 24日 

https://africanarguments.org/2026/06/benins-new-president-seeks-new-outreach-to-

togo-and-niger/ 

5月 24日、前財務大臣のワダグニが大統領に就任した。タロン前大統領がワダグニを

後継者に指名したのは、財務大臣として 2016年～2024年の間に 1人あたり GDPを 40%伸

ばした功績、及び過去に横領罪で提訴されたタロンが自身の将来を守るためと思われる。

テクノクラートとして自身の支持基盤を持たなかったワダグニには、タロンの人脈が必

https://www.aljazeera.com/news/2026/6/20/israel-fetes-somalilands-leader-as-it-seeks-to-expand-red-sea-influence
https://www.aljazeera.com/news/2026/6/20/israel-fetes-somalilands-leader-as-it-seeks-to-expand-red-sea-influence
https://africanarguments.org/2026/06/the-politics-of-jobless-growth-under-tinubu/
https://africanarguments.org/2026/06/benins-new-president-seeks-new-outreach-to-togo-and-niger/
https://africanarguments.org/2026/06/benins-new-president-seeks-new-outreach-to-togo-and-niger/
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要だ。彼はニジェールやトーゴを訪問しているが、ニジェールでは西アフリカ諸国経済

共同体脱退時の制裁で中断した石油パイプラインの再開、トーゴとはぎくしゃくした関

係の修復が課題だ。ワダグニの清新なイメージは近隣国との関係構築に有効だろう。 

 

11.「ボツワナ：ダイヤモンドの不振は、ぎりぎりの生活を送る鉱山労働者を襲う」 

“Botswana diamond slump hits miners living on the edge of survival” 

Al Jazeera、 Enos Denhere、 6月９日 

https://www.aljazeera.com/news/2026/6/9/botswana-diamond-slump-hits-miners-

living-on-the-edge-of-survival 

ボツワナ政府とデビアスの共同事業体であるデブスワナ・ダイヤモンド社は、需要の

低下や人造ダイヤモンドの出現により、2024年の生産を 27%削減、2025年もさらに削減

した。2025 年の第二四半期の GDP は 5.3%低下、S＆P 社はボツワナの公的信用格付けを

BBB-に下げた。生産削減により、人員整理が行われ、また短期雇用や臨時就業に回る労

働者も増えている。鉱山労働者組合によれば、労働者は将来の計画が立てられず、また

物価高が彼らや、鉱山に関連する小ビジネス関係者の生活を圧迫している。労働・内務

大臣は、雇用吸収のため農業、観光、ICT分野などへの多角化を進めていると述べた。 

 

12.「南アフリカ：化膿が進む反移民の神話」 

“Anti-migrant myths that have been allowed to fester in South Africa” 

Institute for Security Studies、 Aimee-Noel Mbiyozo、 6月 19日 

https://issafrica.org/iss-today/anti-migrant-myths-that-have-been-allowed-to-

fester-in-south-africa 

6月 20日の世界難民の日を前に、世界中の反移民感情がかつてなく高まっている。南

アでは反移民運動が再燃し、その中心である「行進また行進」が、6月 30日までに全て

の不法移民の国外退去を求めている。彼らは、南アの移民は 1,500 万から 3,000 万人だ

と主張するが、政府統計局の 2023 年の調査では 310 万人、人口の 5.1%に過ぎない。ま

た移民と難民も区別せず、難民を受入れ過ぎだと主張するが、2015年のピーク時でも難

民は 7.5 万人、庇護申請者は 16.5 万人だった（ウガンダの受け入れは 200 万人）。ラマ

ポーザ大統領は移民行政の適正化や腐敗対策に取り組むとしており、この方向は正しい。

一方 10月の地方選挙において、「不法難民」が政治的言辞として使われるリスクもある。 

 

13.「モーリタニア：武装勢力との闘いの後、モーリタニアは観光の再活性化を試みる」 

“After battling armed attacks, Mauritania attempts to revive tourism” 

Al Jazeera、 Shola Lawal、 6月 14日 

https://www.aljazeera.com/features/2026/6/14/after-battling-armed-attacks-

mauritania-attempts-to-revive-tourism 

2000年代中盤、モーリタニアはダカールラリーに訪れるフランス人を中心に、観光の

黄金時代を迎えた。しかしアルカイダ系勢力などの攻撃が始まり、2007 年に仏人家族 4

名が殺害されると観光客は激減した。その後政府は治安能力を高めるとともに反政府勢

力と和解し、2011年以降攻撃の報告はない。政府は観光再活性化に努め、ビザ費用の軽

減により 2019年には前年比 166%増、4千人の観光客を迎えた。今年は既に 7千人に達し

https://www.aljazeera.com/news/2026/6/9/botswana-diamond-slump-hits-miners-living-on-the-edge-of-survival
https://www.aljazeera.com/news/2026/6/9/botswana-diamond-slump-hits-miners-living-on-the-edge-of-survival
https://issafrica.org/iss-today/anti-migrant-myths-that-have-been-allowed-to-fester-in-south-africa
https://issafrica.org/iss-today/anti-migrant-myths-that-have-been-allowed-to-fester-in-south-africa
https://www.aljazeera.com/features/2026/6/14/after-battling-armed-attacks-mauritania-attempts-to-revive-tourism
https://www.aljazeera.com/features/2026/6/14/after-battling-armed-attacks-mauritania-attempts-to-revive-tourism
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ている。「アフリカの目」と言われるリシャット構造（巨大な渦状の地形）やウワデン遺

跡など、見どころは多い。人口希薄な同国では自然の保護やインフラ整備が課題だ。 

 

14.「ルワンダ：32年が経ち、ルワンダの若者は進歩、痛み、そして希望について考える」 

“Thirty-two years on, young Rwandans reflect on progress, pain and hope” 

Al Jazeera、 7月 4日 

https://www.aljazeera.com/news/2026/7/4/thirty-two-years-on-young-rwandans-

reflect-on-progress-pain-and-hope 

7 月 4 日は、カガメ現大統領率いるルワンダ愛国戦線が軍事的勝利を収めた「解放の

日」だ。2000年のカガメ政権発足後、経済は年平均 7%で成長し、インフラ、技術、鉱業、

観光への投資でルワンダの様相は一変した。この進歩を誇りつつも、未来を見なければ

過去に意味はないと語る若者もいる。14%という若者の失業率は最も困難な課題だ。最近

の研究では国民の 5 人に 1 人が精神疾患を患っており、虐殺の生存者の間ではその割合

は 50%になる。政府にとって、解放の日は 2050年に高所得国になるというプロジェクト

の一部だ。多くの若者は、国民を再び分裂させないという国の決意に希望を抱く。 

 

＜アフリカ大陸全般に関するニュース＞ 

1.「AIの普及：グーグル、アマゾン、キャッサバ・・アフリカのデータセンターへの熱狂的

参入」 

“Google, Amazon, Casava…The delirious rush toward African AI date centers” 

The Africa Report、 Quentin Velluet & Julie Desrousseaux、 6月 8日 

https://www.theafricareport.com/421125/google-amazon-cassava-the-delirious-rush-

towards-african-ai-data-centres/ 

マイクロソフトと UAEの企業 G42は、2024年にケニアで地熱を電源とするデータセン

ターの設立を発表したが、ケニア側がクラウドサービスに対する資金保障を行えないこ

とから、計画は延期された。キャッサバテクノロジー、グーグル、オラクル、アマゾン

なども AI関連インフラへの投資を次々に発表しているが、アフリカ市場の成熟度の低さ

から、投資へのリターンは確約されない。大陸で最も発達した市場である南アにおいて

も、データセンターは 74%しか稼働していない。その他の地域の稼働率は 1/3 だ。アフリ

カで AIを浸透させたいとの官民の希望はあるが、野心と現実は乖離している。 

 

2.「サイバー犯罪：西アフリカのサイバー犯罪アカデミーでの強制労働 – 若者はいかに恐

怖の罠にはまるか」 

“Forced labor in West African cybercrime academies: how fear traps young men” 

The Conversation、  Suleman Lazarus、 6月 11日 

https://theconversation.com/forced-labour-in-west-african-cybercrime-academies-

how-fear-traps-young-men-283661 

サイバー犯罪はアフリカで最も急拡大する犯罪で、大陸全体の損失額は年額 30億ドル

に上る。その温床として、東南アジアの閉鎖的施設が想像されがちだが、別の形もある。

ナイジェリアやガーナの都市では、「不正王国」と称する学校があり、ハッキング、ロマ

ンス詐欺、メール詐欺などの訓練を受ける。学費は無償で、中等教育終了レベルの 16～

https://www.aljazeera.com/news/2026/7/4/thirty-two-years-on-young-rwandans-reflect-on-progress-pain-and-hope
https://www.aljazeera.com/news/2026/7/4/thirty-two-years-on-young-rwandans-reflect-on-progress-pain-and-hope
https://www.theafricareport.com/421125/google-amazon-cassava-the-delirious-rush-towards-african-ai-data-centres/
https://www.theafricareport.com/421125/google-amazon-cassava-the-delirious-rush-towards-african-ai-data-centres/
https://theconversation.com/forced-labour-in-west-african-cybercrime-academies-how-fear-traps-young-men-283661
https://theconversation.com/forced-labour-in-west-african-cybercrime-academies-how-fear-traps-young-men-283661
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32 歳の男性がリクルートされる。食事は提供されるが、外部との交信は禁止され、収入

も知らされない。彼らは先祖の霊に忠誠を誓うことで精神的に束縛される。犯罪者への

対応には、彼らが完全に自発的意思で参加したのではないことが考慮されるべきで、精

神的脅迫に対するリハビリ、失業対策などの予防策、学校所有者への処罰も必要だ。 

 

3.「開発のための資金：アフリカはグローバルな援助縮小を生き残れるか？答えはイエス

だ、しかしそれには財政規律が必要だ。」 

“Can Africa survive the global aid squeeze? Yes, but it will take financial  

discipline” 

The Conversation、 Hafte Gebreselassie Gebrihet & Dan Banik、 6月 21日 

https://theconversation.com/can-africa-survive-the-global-aid-squeeze-yes-but-

it-will-take-financial-discipline-285423 

2025 年の世界の政府開発援助減少値は過去最大の 23.1%となり、今年はさらに 5.1%

減少すると予測されている。今こそアフリカがドナーではなく自身の優先度、即ち「ア

ジェンダ 2060」に基づき政策を立案する時で、そのためには国内資金の動員が不可欠

だ。一般国民は既に多額の納税を行っている。必要なのは、不正送金や徴税逃れ防止を

含む税の公平さだ。アフリカでは債務は悪と言われることが多いがそうではなく、生産

的目的のために債務を活用することが重要だ。さらに交渉力も必要だ。それにはスロー

ガンではなく、財政能力、信頼性の高い制度、地域協力などが求められる。 

 

4.「鉱物資源と産業化：アフリカは遂に採鉱、選鉱、産業化を自身の条件で行えるようにな

った」 

“Africa can finally mine, beneficiate and industrialize on its own terms” 

Al Jazeera、 Tafi Mhaka、 7月１日 

https://www.aljazeera.com/opinions/2026/7/1/africa-can-finally-mine-beneficiate-

and-industrialise-on-its-own-terms 

6月 17日、G7エビアン・サミットで、ルト・ケニア大統領は米国と重要鉱物に関する

協定に近づいたと発表するとともに、加工を国内で行うと主張した。同様の政策はナミ

ビア、マリ、ガーナなどでもとられている。リチウムなど重要鉱物の需要は急増してい

るが、新規鉱山開発には時間がかかるため、既存の鉱山を有するアフリカ諸国に、地元

での付加価値強化、技術移転、産業投資に関する交渉力を与える。現在各国が進めよう

としている国内選鉱・精錬は第一歩に過ぎない。生産過程の下流まで現地化を進めるこ

とが経済成長につながる。またアフリカ大陸自由貿易圏による国間の分業も必要だ。 

 

＜国際関係に関するニュース＞ 

1.「中国との関係：中国のアフリカへの投資と貿易における隠された条件」 

“The hidden terms of Chinese investment and aid in Africa” 

The Africa Report、 Farai Shawn Matiashe、 6月 12日 

https://www.theafricareport.com/421797/the-hidden-terms-of-chinese-investment-

and-aid-in-africa/ 

https://theconversation.com/can-africa-survive-the-global-aid-squeeze-yes-but-it-will-take-financial-discipline-285423
https://theconversation.com/can-africa-survive-the-global-aid-squeeze-yes-but-it-will-take-financial-discipline-285423
https://www.aljazeera.com/opinions/2026/7/1/africa-can-finally-mine-beneficiate-and-industrialise-on-its-own-terms
https://www.aljazeera.com/opinions/2026/7/1/africa-can-finally-mine-beneficiate-and-industrialise-on-its-own-terms
https://www.theafricareport.com/421797/the-hidden-terms-of-chinese-investment-and-aid-in-africa/
https://www.theafricareport.com/421797/the-hidden-terms-of-chinese-investment-and-aid-in-africa/
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ザンビアで 5 月 5 日から予定されていたデジタルの権利などを協議する会議が、直

前の 4月 28日に延期された。会議主催者によれば、台湾の市民団体の参加に関し、中

国から圧力がかかったためだという。長年、中国の投資や援助は西側のような政治的条

件をつけないとされてきた。実際国内政治に関する干渉はないが、台湾を始め中国が主

権問題と考える事項への期待が存在すると専門家は述べる。3月にはカメルーンで開催

された WTO の会議で、中国が台湾省と表記するよう求めたため、台湾が出席を撤回し

た。中国はザンビアの公的債務者会議の共同議長として、影響力を有している。アフリ

カは中国への依存を減じるため、貿易相手の多角化や、市場の拡大が必要だ。 

 

2.「ウクライナ戦争の余波：アフリカは応用型ドローン戦争の舞台となるか？」 

“Is Africa becoming a new arena for adaptive drone warfare？” 

Institute for Security Studies、 Karen Allen、 6月 16日 

https://issafrica.org/iss-today/is-africa-becoming-a-new-arena-for-adaptive-

drone-warfare 

6月に南アで開催された現代紛争報告会で、ウクライナのジャーナリストが同国のド

ローン兵器について発表した。それによれば 2020年代初頭、中国製の商業ドローンに

武器を搭載することに成功した。2023 年にはパイロットが遠隔で捜査できるようにな

り、さらに光ファイバー搭載ドローンの大量生産でロシアと競っている。非公式報道に

よれば、ウクライナのドローン指導者がコンゴ（民）や南スーダンに派遣されている。

アフリカでのドローン使用は監視や調査に留まるが、低価格のドローンは魅力だ。鮮明

な映像は広報価値が高く、武装勢力が国との力の不均衡を埋める手段となる。 

 

3.「イラン戦争の影響：ホルムズ海峡 - アフリカはいかにエネルギーショックを回避した

か」 

“Strait of Hormuz: How Africa avoided an energy shock” 

The Africa Report、 Maher Hajbi、 6月 18日 

https://www.theafricareport.com/422298/strait-of-hormuz-how-africa-avoided-an-

energy-shock/ 

6月 17日、G7サミットでの米・イラン大統領の覚書調印で、ホルムズ海峡再開への

期待が高まった。イラン戦争勃発後、アフリカでのエネルギー危機が懸念されたが、見

かけ上の均衡は保たれた。その要因は 1）ナイジェリアのダンゴテ製油所の生産増強、

2）海峡封鎖の西アフリカへの影響の低さ、3）海運コスト上昇期間の短さ、だと専門家

は指摘する。とは言え燃料及び輸入品価格の高騰は東・南部アフリカを中心にインフレ

圧力となり、財政難を招いている。アフリカ諸国は食料生産能力や産業基盤強化のため

に投資を行い、グローバルなサプライチェーンに参画すべきで、産油国も製油だけでな

くロジスティクス全てをコントロールすべきだと専門家たちは指摘する。 

 

4.「英国との関係：英—アフリカ関係 – 実現せずに終わったスターマーの『リセット』」 

“UK-African relations: Starmer’s ‘reset’ that never delivered” 

Deutsche Welle、 Lucy Riley & Montokozo Mchunu、  6月 29日 

https://issafrica.org/iss-today/is-africa-becoming-a-new-arena-for-adaptive-drone-warfare
https://issafrica.org/iss-today/is-africa-becoming-a-new-arena-for-adaptive-drone-warfare
https://www.theafricareport.com/422298/strait-of-hormuz-how-africa-avoided-an-energy-shock/
https://www.theafricareport.com/422298/strait-of-hormuz-how-africa-avoided-an-energy-shock/
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https://www.dw.com/en/uk-africa-relations-starmers-reset-that-never-delivered/a-

77755248 

2024 年 7 月の選挙での圧勝後発足したスターマー政権は、アフリカとの関係を「リ

セット」するとし、気候協力、エネルギー転換、重要鉱物を柱とする新政策を発表した。

当初は南アでの G20への出席や、ティヌブ・ナイジェリア大統領の訪英などの成果があ

ったが、実体は伴っていなかった。ウクライナ、ガザ、イランでの戦争がアフリカの優

先度を下げ、財政難から対外援助は GNIの 0.5%に、そして来年には 0.3%に低下すると

見られる。英国にかつての国力はなく、6 月 22 日のスターマーの辞任は信頼性をさら

に低下させた。しかし新首相にはより現実的な政策を打ち出す機会でもある。 

 

5.「米国との関係：リビアからエチオピアまで - トランプはスーダンで虐殺を行う迅速対

応部隊（RSF）の側に立つ」 

“From Liby to Ethiopia, Trump sides with Sudan’s genocidal RSF” 

The Africa Report、 Julian Packet、 7月 3 日 

https://www.theafricareport.com/423581/from-libya-to-ethiopia-trump-sides-with-

sudans-genocidal-rsf/ 

トランプ政権の最近の動きは、スーダン及びアフリカの角での政策の一貫性の欠如

を疑わせる。米国政府は RSF のエル・オベイドでの虐殺を非難する一方、6 月 18 日、

スーダン国軍（SAF）が支援しているとされるエチオピアのティグライ解放戦線にビザ

の制限を科し、26 日には SAF への主要武器提供者に制裁を科した。ルビオ国務長官は

RSF を支援しているとされる自称リビア国軍のハフタル将軍の息子と面談した。これら

は、米国の関心が和平から、紅海の平和や中国との地政学的競争など、平凡な戦術に転

じたためだと見られる。また RSF の主要な支援者である UAE に触れないのは、優先度

が中東でのテロ対策やイラン封じ込めに転換したからだと専門家は述べる。 

  

https://www.dw.com/en/uk-africa-relations-starmers-reset-that-never-delivered/a-77755248
https://www.dw.com/en/uk-africa-relations-starmers-reset-that-never-delivered/a-77755248
https://www.theafricareport.com/423581/from-libya-to-ethiopia-trump-sides-with-sudans-genocidal-rsf/
https://www.theafricareport.com/423581/from-libya-to-ethiopia-trump-sides-with-sudans-genocidal-rsf/
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番外編：FIFA ワールドカップ 2026でのアフリカチームの戦績 

 

 世界最大のスポーツイベントと言われる FIFA ワールドカップ。2026 年は出場国が 48 か

国に拡大されたことに伴い、アフリカからは 10か国が参加した。グループリーグ突破がわ

ずか 2か国にとどまったアジア勢とは対照的に、アフリカは９か国が突破、唯一敗退したの

は皮肉にも日本と同一リーグだったチュニジアだった。カーボベルデは初出場ながらグル

ープリーグを全て引き分けて 2 位突破、32 強ラウンドでもアルゼンチン相手に善戦し、話

題になった。16 強には 2 か国しか進めなかったが、エジプトの活躍も目立った。前回ベス

ト 4となり、今回も準々決勝まで進んでモロッコを始め、存在感を示したアフリカチーム。

その全戦績をふり返ってみたい。 

 

<グループリーグ結果 （ ）内はアフリカチームの順位＞ 

グループ A （2位） グループ C （2位） 

南アフリカ 0－メキシコ 2 

 南アフリカ 1－チェコ 1 

 南アフリカ 1－韓国 0 

モロッコ 1－ブラジル 1 

 モロッコ 1－スコットランド 0 

 モロッコ 4－ハイチ 2 

グループ E （2位） グループ F （4位） 

 コートジボワール１－エクアドル 0 

 コートジボワール１－ドイツ 2 

 コートジボワール 2－キュラソー0 

チュニジア 1－スウェーデン 4 

 チュニジア 0－日本 4  

 チュニジア 1－オランダ 3  

グループ G （2位） グループ H （2位） 

エジプト 1－ベルギー１ 

 エジプト 3－ニュージーランド 1 

 エジプト 1－イラン 1 

カーボベルデ 0－スペイン 0 

 カーボベルデ 2－ウルグアイ 2 

 カーボベルデ 0－サウジアラビア 

グループ I （3位） グループ J （3位） 

セネガル 1－フランス 3 

セネガル 2－ノルウェー3 

 セネガル 5－イラク 0 

アルジェリア 0－アルゼンチン 3 

 アルジェリア 2－ヨルダン 1 

 アルジェリア 3－オーストリア 3 

グループ K （3位） グループ L （3位） 

コンゴ（民）1－ポルトガル 1 

 コンゴ（民）0－コロンビア１ 

 コンゴ（民）3－ウズベキスタン 1 

ガーナ 1－パナマ 0 

 ガーナ 0－イングランド 0 

 ガーナ１－クロアチア 2 

 

＜32強ラウンド＞ 

南アフリカ 0－カナダ 1    オランダ 1（2）－モロッコ１（3） 

コートジボワール 1－ノルウェー2  イングランド 2－コンゴ（民）1 

セネガル 2－ベルギー3    アルジェリア 0－スイス 2 

エジプト 1（4）－オーストラリア 1（2）  カーボベルデ 2－アルゼンチン 3 

ガーナ 0－コロンビア 1 
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＜16強ラウンド＞ 

モロッコ 3－カナダ 0   エジプト 2－アルゼンチン 3 

 

＜準々決勝＞ 

モロッコ 0 －フランス 2 
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お役立ち情報 

 

  編集委員 柳沢 香枝 

 

「2026年の新興技術トップ 10」 

“Top 10 Emerging Technologies of 2026” 

世界経済フォーラム、 2026年 6月 

https://www.weforum.org/publications/top-10-emerging-technologies-of-2026/ 

「新興技術トップ 10」は、世界経済フォーラムが科学系出版社のフロンティアととも

に毎年発表しているもので、2026年は 14年目となる。新技術の選定基準は斬新さ、開

発過程及びインパクトの可能性で、政府、産業界、研究機関などが実用化を決断する段

階に至ったもの。2026年に選定された技術 Love, grace and world peace: how an 

African saint has shaped Pope Leo’s worldview の特徴は、1）より個人化され、2）

普及の可能性が高く、3）少ない資源で大きな成果を生むもの、としている。10の技術

の概要は以下のとおりで、いずれも実用化が始まっている。 

 

1) あらゆるものをグリッドのエネルギー源とする技術 

新化学物質を用いた、より迅速に充電でき、より長持ちするバッテリーを、効率的

な調整ソフト及び最新のグリッド還流モデルと組み合わせる技術。これにより、建

造物や自動車が、受動的な電力消費者から、グリッドの電源となる。 

2）リチウムの直接抽出技術 

アルミニウム複合体などの吸着剤を用い、リチウムイオンのみを抽出する技術。こ

れにより、塩水蒸発池で数か月かかっていたリチウム抽出が、数時間で可能になる。

また、抽出の場所も選ばない。 

3）受動的な放射線冷却技術 

ペンキ、屋根瓦、窓のフィルムなどに微細な空気の泡を用い、太陽光が熱に変わる

前に分散させることにより冷却するシステム。エアコンによる電力消費を抑える

ことができる。 

4）有機フッ素化合物破壊技術 

安定性が極めて高く分解しにくい炭素・フッ素化合物を、超臨界流体、電気化学処

理、紫外線光触媒により分解する技術。これにより水質汚染を防ぐことができる。 

5）精密発酵技術 

微生物がタンパク質、脂肪、その他分子を作り出すようプログラムし、産業化する

技術。食料や薬草が土地、気象条件、家畜などに影響されずに生産可能となる。 

6）細胞外小胞による薬品運搬 

細胞外小胞を、薬品が身体の免疫機能に阻害されずに治療を必要とする部位に届

けるように設計する技術。癌、神経疾患、COVIDなどに有効。 

7）カスタマイズされたメッセンジャーRNAによる癌ワクチン 

患者本人の腫瘍から合成したメッセンジャーRNAワクチンにより、細胞が癌を認識

し、修正するように導く技術。患者それぞれの症状に対応できる。 

8)薬剤発見のための量子シミュレーション 

https://www.weforum.org/publications/top-10-emerging-technologies-of-2026/
https://theconversation.com/love-grace-and-world-peace-how-an-african-saint-has-shaped-pope-leos-worldview-280599
https://theconversation.com/love-grace-and-world-peace-how-an-african-saint-has-shaped-pope-leos-worldview-280599
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開発中の新薬がどのように身体に作用するかを、分子と原子の相互作用と同じ論

理でシミュレーションする技術。コンピューターによる解析よりも正確性が増す。 

9）世界モデル 

世界がどのように動いているかを、未経験なものであってもデータに基づき AIが

学習するモデル。 

10）格子暗号技術 

データを複雑な幾何学構造の中に隠し、ノイズを加えて暗号化する技術。攻撃を防

御するだけでなく、データを表に出さずに解析が可能。 
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JICA海外協力隊員寄稿文 

 

元外資系サラリーマンがジンバブエで経営管理 

－組織と国を変える「開発途上国」ボランティアの可能性－ 

 

隊次：2024年度２次隊 

派遣国：ジンバブエ共和国 

派遣先：ムタレ・ティーチャーズ・カレッジ 

職種：経営管理 

氏名：越原 大賀（コシハラ タイガ） 

 

はじめに 

 “Taiga is our treasure.”活動先での中間報告会で、一緒に働く Director から頂いた

言葉です。「世界の困難を抱える人たちを身近で支えたい」と感じて JICA海外協力隊に応募

したものの、赴任してみるとボランティアの難しさに直面する毎日。それから１年後、こう

してジンバブエで居場所ができるとは思いもしませんでした。 

 本稿では、海外協力隊の中でも数少ない「経営管理」隊員としての活動と、それらを通じ

た赴任先の変化について紹介します。「開発途上国」でのビジネスやボランティアに興味が

ある方の参考になれば幸いです。 

 

１．ボランティアがぶつかった壁 

 私の任国は、アフリカ南部のジンバブエ共和国です。首都ハラレから東へ 250km ほど離れ

たマニカランド州都ムタレ市にある、学生約 4,000 名と講師約 200 名が在籍する中等教育

教員の養成校「ムタレ・ティーチャーズ・カレッジ」で活動しています。 

「学生等への起業や経営管理に関するノウハウの共有、レクチャーの実施。」―このよう

に要請を聞いていた赴任前。外資系 IT企業の

戦略コンサルタントとして 8 年働いた経験を

基に、経営管理に関わる教育活動でジンバブ

エの発展に貢献したいと意気込んでいまし

た。そして迎えた 2024 年末の赴任時、現地に

着くと案内されたのは、政府の肝煎りでカレ

ッジが運営している新規事業の果物ジュース

工場でした。工員として雇用された卒業生と

学生約 20名に混じり、掃除や容器詰め、燃料

交換で過ぎる日々。発酵した商品が爆発し、果

汁まみれになったことも。「ここで自分が望ん

だ活動ができるのか？」と感じた不安は、今で

も覚えています。 

しばらくして倉庫を改装したオフィスと中古パソコンが割り当てられ、私は飲料事業の

週次報告書作成を任されました。しかし、生産や販売の業務指標を集めようとすると、紙帳

票が散在して更新もまばらなうえ、チーム間で数字が合いません。工場長やメンバーにしつ

ムタレ・ティーチャーズ・カレッジ 
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こく聞いて定量情報から課題と改善策をまとめ、休日返上で何とか初回報告を終えました。

それも続けるうち、段々と反発が強まるように。営業チームには「なぜ全員に実績を共有し

なくてはならないのか？」と詰られ、担当者の機嫌を取りながら毎週ヒアリングしました。 

この中で着手したのが、協力隊員として必要な任期 2年間の「活動計画」です。飲料事業

の開始時まで遡って問題を分析し、同僚や Director とも擦り合わせた結果、「ここまで包括

的なレポートは見たことが無い」と経営層からお墨付きを頂きました。それでも期間がいざ

始まると、賛同してくれた皆は全く動き出す気配がありません。専門家として支援先へ赴き、

働くための土台がある程度整っていた日本でのコンサルタントの仕事と比べ、ジンバブエ

でのボランティアという立場の弱さを痛感しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2．関わり方を見直してブレークスルー 

 赴任して約半年後、南部アフリカ最大の国際見本市“Zimbabwe International Trade Fair”

に、カレッジの一員として参加しました。国内外へ商品を広めるため、同僚と毎朝作戦を立

てて、真っ黒に日焼けするまでリヤカーでジュースを売り歩くこと一週間。例年より大幅に

売上を増やせた一方、「１本売るのがどれだけ大変か？」が身に染みてわかりました。以降

は自らも休日に飛び込み営業を始め、これまでの商圏であったムタレ市だけではなく、首都

ハラレで複数の新規顧客から受注できるように。あれほど消極的だった営業メンバーに

「Taigaは私たちのチームだ」と言ってもらえた時は、少し泣きました。それから一緒に色々

な施策に取り組み（以下参照）、今では工場で一番よく話す仲です。 

 

【マーケティングの高度化：実施済み施策（テーマは「戦略マップ」参照、以下同じ）】 

・展示会参加や個別営業を通じた新規顧客開拓 

・実地調査に基づいた市場レポート作成 

・カスタマージャーニーマップ整理 

・ソーシャルメディアアカウントの開設と運営 

 

活動計画のベースに赴任先と作った「戦略マップ」 
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数か月後に「在庫チームを手伝ってほしい」と工場長から頼まれたのが、今思えば転機で

した。この頃には唯一の“Business Analyst”として規程類整備なども任されていたので、

他の工員と同じ様な作業には正直抵抗を感じた部分も。しかしデータの不整合は解決して

いなかったため、在庫管理を兼務することに

しました。毎日トラックへの積載を手伝い、

複数の帳票を扱って様々なメンバーと関わる

中で、“0 Variance”（差異なし）が合言葉に。

初めは皆が「絶対無理だ」と諦めようとした

経営層への日次報告が定着し、コスト意識も

芽生えて廃棄や無駄遣いが減り、生産性が上

がりました。また、情報が信頼されることで、

工場を越えてカレッジ経理部門や調達部門と

も共通の課題認識が生まれ、徐々に活動の基

盤が整ってきました（以下参照）。 

 

【事業管理の機能向上：実施済み施策】 

・電子化による正確な業務指標管理と日次報告 

・資材所要量計画（MRP）の立案と運用 

・キャッシュフロー計算と中期収支予測 

・外部ステークホルダー向けプロジェクト説明資料作成 

 

3．多角的視点でのマネジメント改革と横展開 

 現地の経営へ本格的に携わるうちに、留意すべきプロトコルがわかってきました。まず、

ジンバブエの組織は上意下達です。これは意思決定が速いものの、マネジメントが機能しな

い場合があり、私の飲料工場も経営層からの改善命令を現場で持て余していました。その一

例が、標準作業手順書（SOP）の整備です。誰もが必要性を感じながら一向に進まなかった

状況から、初めにチームリーダーと業務フローを整理して、マネージャーへの要求聞き取り

やメンバーとの作業確認、全員での朝会読み合わせを繰り返し、最終的に約 20 工程の SOP

を作成しました。特に気を付けたのは、部外者の立場を利用して多方面から意見を聞くこと。

加えて、意見が衝突した時でも「清濁併せ吞む」を心掛け、完璧を求めずに全員の落とし所

をうまく見つけることです。ここで学んだ関係者とのアプローチ設計を他でも試した結果、

次第に組織内で計画・実行のサイクルが機能するように。進捗報告のために始めたカレッジ

経営陣との定例会議は毎回プレッシャーですが、現場の意見も取り入れつつ要望に応えて

いく中で（以下参照）、「見違えるほど変わった」と評価を頂けることも増えました。この様

な声を工場の皆と分かち合うのも、嬉しい瞬間です。 

 

【生産性の改善：実施済み施策】 

・生産業務 SOPの整備と定着 

・標準原価計算とコスト削減施策立案 

・先入先出法に基づく在庫管理と５Ｓ推進 

・需要を考慮した中日程生産計画の作成と運用 

Zimbabwe International Trade Fair 
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 また、ジンバブエでは組織間の壁が厚い傾向にあります。私のカレッジでも、飲料以外に

農業や出版など約 10 個の新規事業を運営していますが、ノウハウの共有は限定的でした。

さらに、教育機関特有の現象として、事業オーナーは講義を本業とする講師が兼任しており、

経営の知見があるとは必ずしも言えません。そこで、効果を確認した飲料事業の手法を、別

事業へ適用することにしました。例えば、資金調達に成功した事業計画をヒントにビジネス

モデルを評価するチェックリストを作り、各事業オーナーとの会話や対政府プロジェクト

提案書作成に活用しました。他には、展示会等で知り合った民間事業者と意見交換する機会

を設け、市場や競合の観点をビジネスデザインに反映しました。これらの施策を通じ（以下

参照）、事業化や商業化のために組織横断で取り組む風土が醸成されてきたと感じます。 

 

【事業間の連携：実施済み施策】 

・提案書チェックリストの整備と運用 

・各事業の事例共有会 

・販売促進ツールの共同設計 

・収益向上に向けた民間事業者との意見交換 

 

４．“Ubuntu”（思いやり）が生むチームワークと改善文化 

 慣れない言語や環境で疎外感が拭えず、外出すら億劫だった赴任当時。今は週６日常駐で

誰よりも長く職場に残り、“Professional”と認められるようになりました。ここまで活動

に打ち込めるのは、ジンバブエ人の温かい国民性があってこそ。「笑顔が絶えない」、「家族

や友人を大事にする」など様々ありますが、特に「他者への関心が高い」点に驚きました。

道で迷っている人を案内する、高齢者にバスの席を譲る、他人の赤子を世話する、といった

日常からは、「思いやり」を意味する現地語“Ubuntu”（ウブントゥ）が根付いていることを

実感します。外国人である私への気遣いも深く、街に出て“Taiga!”と声を掛けられない日

はありません。自宅のあるカレッジ構内には、トウモロコシやアボカドなど旬の野菜を分け

てくださる近所のスタッフや、趣味の大道芸を練習していると遊びに集まる子供たち。飲料

工場では毎月のようにパーティーがあり、寮に住む学生たちは「寂しくないか？」と家まで

来てジンバブエの国民食「サザ」を料理してくれます。 

 私自身も彼らに恩返しをしたいと感じていた頃、飲料事業のメンバーから「工員毎に担当

する機械が固定されているのを何とかできないか？」と聞かれました。そこで全員の習熟度

商品在庫管理の赴任当時と現在 
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を調べ、機械の偏りを抑えて育成も経験できるよう稼働を組み、生産計画と連動させること

を始めました。失業率の高いジンバブエで、彼らが高めたスキルを活かしてより良い仕事に

就き、後進を導いていく助けにもなればと思います。なお今回、このメンバーは皆の意見を

取りまとめて、私まで相談しに来たと言います。以前は問題が起きると互いに責任転嫁する

ことが常でしたが、今ではその様な光景も見

かけません。これまでの成功体験が自信にな

ったのか、現場から積極的に改善案が出てき

ます（以下参照）。 

 

【組織の学習と成長：実施済み施策】 

・全職種の職務記述書の作成 

・組織図の整備 

・工員・機械別の習熟度可視化と育成計画 

・品質管理・保証チームの組成と業務定義 

 

 

5．活動のこれから：経営管理の学びを両国の教育現場へ 

そして任期終了まで半年を切った今、活動は思いがけない範囲にまで広がっています。 

まず、飲料事業での経営管理を継続しつつ、ここで得た学びを教育へ還元すること。工場

はカレッジに併設されているものの、教育現場との接点はありませんでした。そこで経営学

部の講師と相談しながら企画書を作り、学長の承認を得たうえで、飲料事業の実例に基づく

プロジェクトマネジメントの講義を学生向けに実施しました。今後も、アイデアソンや工場

見学を予定しています。 

また、日本の大学教授によるムタレ・ティーチャーズ・カレッジ講師陣への「高等教育に

おける生成 AI活用」のオンライン研修会を、各関係者と計画中です。最新技術に対する赴

任先の理解を深め、日本側にも新たな研究のサンプルを提供することで、両国の教育の活性

化につながればと考えています。 

 さらに、私の赴任先カレッジに加え、他の教育機関とその管轄省庁であるジンバブエ高等

教育省も巻き込んだ取組みを進めるため

に、同国の民間セクター開発隊員４名でビ

ジネス分科会を立ち上げました。ジンバブ

エでは、“Education 5.0”という政策の下

で、大学や職業訓練校が教育とビジネスの

あるべき姿を模索しています。これに応え

るため、飲料事業経由で知り合った高等教

育省担当者と会議を重ねて構想を練り、ジ

ンバブエや日本のケーススタディを交え

て「産業化に向けて教育機関が提供すべき

社会的価値」を議論するワークショップを

準備しています。 

 

同僚との“Braai”（南部アフリカ式 BBQ） 

飲料工場と同僚 
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最後に 

 今振り返って思うのは、ボランティアの弱さだと感じていた不確実性が、むしろ強さであ

ったということです。５章で述べた様な取組みは、活動計画時点では想像すらできませんで

した。そして、初めはジンバブエの人々にビジネスを教えるつもりでしたが、実際は経営の

意義を彼らから学んでいます。自発性に基づくボランティアとは言え、赴任先からは常に

「成果」を求められ、緊張感が絶えません。それでも、残り任期も何が起きるのかを楽しみ

に、謙虚に励んでいきます。「次工程はお客様」。私が離任した後も変革が続くよう、前職で

頂いたこの金言を思い出して。 

 末筆ながら、ここまで活動を続けてこられたのは、ムタレ・ティーチャーズ・カレッジや

高等教育省に加え、ジンバブエ支所を始めとする国際協力機構の皆様、協力隊の同志、また

日本の家族や友人の心強い支えのお蔭です。この場を借りて、厚く御礼申し上げます。（了） 
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アフリカ協会からのご案内 

事務局長 生貝  寿夫 

 

＜協会日誌＞ 

 

2026年 6月 15日～7月 14 日の実施行事 

 

6 月 18日（木）2026年度 第 6 回「大使を囲む懇談会」 

  時間：14:00～15:30 

    場所：国際文化会館 西館 4階 404号室 

  ご出席の大使：赤松 武（あかまつ たけし）駐セネガル大使  

概要：西アフリカ仏語圏の国で、独立以来一度も軍事クーデターがない安定国家である

ことが魅力の国。2024 年 3 月の大統領選挙では非エリート層出身のファイ大統領

が当選したことは「第二の革命」とも言われる政治変革だったが、今年 5月に与党

PASTEF党の創設者だったソンコ首相が政策の相違により解任された。2024年 10月

に発表された「セネガル 2050」では、2050年までに経済的独立、社会的公正、環

境の持続可能性、強固なガバナンスの実現を目指すとともに、全国を 8 つの経済

拠点に分けてその間の社会・経済格差の是正を図る等の取り組みが進んでいる。そ

の中で、TICAD9で日本企業と 11件の MOUが締結されるなど、日本も官民連携でセ

ネガルとのビジネス強化を進めている、等のお話がありました。これからも注目の

国です。             （会場参加 25名、オンライン参加 14名） 

 

6 月 30日（火）2026年度 アフリカ協会 定時総会 

  時間：14:30～15:30 

    場所：国際文化会館 新館 2階 講堂 

  会場参加会員数 18票、表決書表明参加数 91票、合計 109票で、この時点での会員 

  総票数 189票の過半数となり、無事、開催されました。今後も皆様の参加を宜しく 

お願い致します。 

 

7 月 9日（木）第 18回「アフリカサロン」 

  時間：18:00～20：00 

  場所：外務精励会 大手町倶楽部 

  ゲスト：アフリカ協会特別研究員 堀江良一様（元スーダン大使、元ケニア大使） 

  

7 月 10日（金）文化・社会委員会主催 オンライン特別講座「エボラ出血熱」シリーズ 

第 1回 

時間：14:00～15:30 

講師：森内浩幸氏 長崎大学高度感染症研究センター・センター長 

司会：池上清子 アフリカ協会副会長（文化・社会委員会委員長） 

  テーマ：『エボラに関する「なに」と「なぜ」』 
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今後の予定（7月 15日～） 

 

7 月 23日（木）文化・社会委員会主催 オンライン特別講座「エボラ出血熱」シリーズ 

  第 2回 

  時間：14:00～15:30 

    講師：法月正太郎氏 国立健康危機管理研究機構（JHIS）医師 

  司会：池上清子 アフリカ協会副会長（文化・社会委員会委員長） 

  テーマ：「エボラと向き合うコンゴ民主共和国－現地対応とオールジャパン連携の 

最前線－」 

 

7 月 28日（火）学術研究委員会主催 第 17回 オンライン研究発表会 

  時間：14:00～15:30 

講師：西原智昭氏 特定非営利活動法人 日本森林管理協議会（FSCジャパン）事務局長 

司会：青木一能 アフリカ協会学術研究委員会委員長 

テーマ：「先住民族の伝統智の行く末〜アフリカでの先住民族と資源開発および 

国際認証制度の意義」 

 

7 月 31日（金）2026年度 「夏季交流会」 

  時間：18:00～20：00 

  場所：外務精励会 大手町倶楽部 

 

8 月 6日（木）2026年度 第 7 回「大使を囲む懇談会」 

  時間：14:00～15:30 

  場所：交際文化会館 別館 1階 セミナーD室 

  ご出席の大使：柴田裕憲（しばた ひろのり）駐エチオピア大使 

 

                                    以上 

                                    

 


